大豆・麦等生産体制緊急整備事業の追加公募に係る公募事務取扱手順
（「大豆・麦の共同利用機械の購入に対する助成」）

（「大豆・麦の機械のリース導入に対する助成」）

制定　平成２５年１２月　６日

１　趣旨
大豆・麦等生産体制緊急整備事業実施要領（平成２５年２月２６日付け２４生産第２８４８号農林水産省生産局長通知。（以下「実施要領」という）、香川県農業再生協議会大豆・麦等生産体制緊急整備事業業務方法書（平成２５年３月１４日制定、以下、「業務方法書」という）、大豆・麦等生産体制緊急整備事業に係る公募要領（平成２５年５月２１日制定。以下「公募要領」という）に基づく事業の執行に当たり、適切かつ効率的に事務を行うため、その取扱いを定めるものとする。
２　事業の施行

本事業の施行方法は、直営施工によるものとし、取組参加者又は、取組参加者と共同で申請する者がいる場合はその両者（以下「共同申請者」という）は、次の項目に留意して事業を実施する。
１）共通事項

（１）以下の事案等が判明した場合は、取組参加者又は共同申請者は、助成金を返還しなければならない。

（ア）導入した機械を全部もしくは一部を転売して利益を得たことが判明した場合

（イ）県協議会の承認を受けることなく、処分制限期間中に、処分したことが判明した場合

（ウ）助成金を受けた後に、取組要件を満たさないことが判明した場合

（エ）悪意を持って虚偽の内容を申請したことが判明した場合

（オ）導入した機械等を処分制限期間内に常時目的外使用していることが判明した場合

（カ）農業機械販売業者からバックマージンを得ていたことが判明した場合

（キ）その他、実施要領、業務方法書等に定められた要件を満たさないことが判明した場合

（２）機械（機器）を導入した後、機体（機器）のよく見えるところに「平成２５年度　大豆・麦等生産体制緊急整備事業」と記載すること。

（３）地域農業再生協議会（以下「地域協議会」という）長や香川県農業再生協議会（以下「県協議会」という）長から、当該助成金に関する報告や立入調査を求められた場合は、それに応じること。

（４）取組参加者又は共同申請者は、業務方法書に基づき、適正に財産の管理、帳簿の整備等を行うとともに、当該助成金にかかる契約者や領収書等の証拠書類を最低５年間保管すること。

２）「大豆・麦の共同利用機械の購入に対する助成」
（１）取組参加者は、事業計画の取組の要件等に基づき能力を算定した上で、導入したい共同利用機械の仕様を定め、複数の機械等販売業者（原則として、３社以上の製造メーカーの同一能力機種の見積り）に概算事業費算定のための参考見積り依頼を行うこと。なお、特定の機種導入が必要な場合はその理由を明確にすること。

（２）取組参加者は取得した見積書の中から、最低価格を選定し取組計画書兼助成金申請書の購入費申請額とすること。

（３）取組参加者は、取組計画書兼助成金申請書の承認通知日以降に、機械を注文しなければならない。また、機械の注文にあたっては、決定した機械を取り扱う複数（３社以上）の機械等販売業者の競争入札により最低価格を提示した機械等販売業者から購入すること。競争入札の実施は、見積依頼書（別紙参考様式１）により実施し、結果については入札（見積）等結果一覧表（別紙参考様式２）として整理しておくこと。

また、地域協議会は、取組参加者の業務の執行に当たり、適時適切な指導を行うとともに、必要に応じ、担当者を入札に立ち会わせるものとする。
３）「大豆・麦の機械のリース導入に対する助成」、
（１）取組参加者は、事業計画の取組の要件等に基づき能力を算定した上で、導入したい機械の仕様を定め、複数の機械等販売業者（原則として、３社以上の製造メーカーの同一能力機種の見積り）に概算事業費算定のための参考見積り依頼を行うこと。なお、特定の機種導入が必要な場合はその理由を明確にすること。

（２）取組参加者は取得した見積書の中から、最低価格を選定し取組計画書兼助成金申請書の購入費申請額とすること。

（３）取組参加者は、リース事業者を任意に選定し、（２）の結果と機械等販売業者、機種、台数を報告すること。なお、リース事業者の手数料等は、取組参加者の負担となるため、選定にあたっては留意すること。

（４）取組参加者と（３）で選定されたリース事業者は、共同申請者として（３）の内容に基づき取組計画書兼助成金申請書およびその他必要書類を作成すること。

（５）リース事業者は、取組計画書兼助成金申請書の承認通知日以降に、導入機械（機器）等の仕様により、競争入札を実施するか、上記（２）で選定した見積書の有効期限等を確かめ、見積書のとおり購入できるか見積提出者へ照会した上で、物件価格、助成金額及びリース手数料を算出、機械の注文を行うこと。

　　　競争入札により物件価格を決定する場合：決定した機械を取り扱う複数（３社以上）の機械等販売業者の競争入札により最低価格を提示した機械等販売業者から購入すること。競争入札の実施は、見積依頼書（別紙参考様式１）により実施し、結果については入札（見積）等結果一覧表（別紙参考様式２）として整理しておくこと。

　　　見積書の有効期限と金額の確認照会により物件価格を決定する場合：結果については入札（見積）等結果一覧表（別紙参考様式２）の様式に準じて整理しておくこと。

（６）取組参加者とリース事業者は、取組計画書兼助成金申請書の承認通知日以降かつリース事業者が機械等販売業者を選定した後に、リース契約を締結すること。
（７）リース契約にあたっては、次に掲げる内容に合致するものに限ること。

（ア）契約は、取組計画書兼助成金申請書に記載された取組参加者、リース物件及びリース期間の内容と同一であること

（イ）購入選択権付きリース契約でないこと。また、無償・有償に関わらずリース期間満了後に譲渡することとしている契約でないこと。

（８）以下の事案等が判明した場合は、共同申請者は、助成金を返還しなければならない。

（ア）リース契約を中途で解約又は解除したことが判明した場合

（イ）リース契約が取組計画書の内容と合致しないことが判明した場合

３　取組計画書兼助成金申請書の受付、提出（進達・副申）について

　　地域協議会は、取組参加者又は共同申請者（以下「取組参加者等」という）から提出された取組計画書兼助成金申請書（以下、「申請書等」という）について、次の項目に基づいて内容確認、申請書等の受理、提出を行う。

（１）取組参加者等への情報提供

　　本事業への申請を希望している者等から窓口等で相談があった場合、事業要領、業務方法書、公募要領等に基づき、必要な情報を提供する。
（２）申請書等の内容確認
提出された申請書等については、県協議会が別に定める内容確認手順にしたがって内容確認を行う。

（３）申請書等の受理

　　上記（２）で内容が適当であると判断した場合は、県協議会が別に定める受理手順にしたがって申請書等の受理を行う。
　　なお、上記（２）（３）を実施するために、必要に応じて地域協議会関係者による内容確認会を開催することができるものとする。

（４）提出（進達・副申）
　　地域協議会は、上記（３）の申請書等について、別紙参考様式３を用いて定められた期限（平成２６年１月３１日（金））までに県協議会へ提出（進達・副申）を行う。

４　審査

　　県協議会は各地域協議会からの進達された申請書等を次の項目に基づいて承認を行う。

（１）申請者の一覧表作成

　　進達期限までに提出があった申請書等について、申請者内容一覧表を作成する。
（２）審査会の開催

　　上記（１）による一覧表が作成され次第、内容について審査し、申請書等の承認の可否を判断するための審査会を実施する。なお、各助成事業にかかる取組の明細（個票）に基づき予算の範囲内で承認決定を行う。
５　申請書等の承認の通知等

　　県協議会は、申請書等を承認した申請者に対しては、地域協議会を通じて、承認後速やかに承認の通知を行うとともに、対象外となった申請者に対しては、その旨通知する。（業務方法書第６条第５項の規定による）
６　取組報告書兼助成金請求書（業務方法書第１０条１項の規定による）の取扱いについて
　取組参加者等から地域協議会へ提出された取組報告書兼助成金請求書（以下、「報告書」という）は、次の項目に基づいて現地検査、提出（進達・副申）を行う。
（１）調査員の指名

　　現地検査を行う者は、地域協議会の事務を行う者の中から別紙参考様式４により地域協議会長が指名する。

（２）現地検査
　　取組参加者等から報告書の提出があり次第、地域協議会の調査員は取組参加者等と日程調整を行い、その後、速やかに県協議会が別に定める現地検査手順にしたがって現地検査を実施する。

　　現地検査の結果、不適切な事態のある場合、調査員は手直し等の措置を改善措置指示書（別紙参考様式５）で指示できるものとする。手直し等の完了を確認する必要があることから、取組参加者等は現地検査の完了まで補助対象の機械（機器）等を利用することはできないので十分留意する。

（３）提出（進達・副申）、請求
　　調査員は、現地検査が終わったときは、県協議会が別に定める現地検査報告書作成手順にしたがって作成した現地検査報告書を付して、県協議会へ提出（進達・副申）を行う。（業務方法書第１１条第１項、第２項の規定による）
７　額の確定通知の取扱いについて

県協議会は、提出された報告書について、審査を行うとともに、適当と認められる場合は、額の確定通知及び助成金の交付を行うものとする。額の確定通知は、地域協議会を通じて行う。（業務方法書第１２条第１項、第２項の規定による）
８　実施状況報告書の取扱いについて
（１）提出

　　取組参加者等は、平成２５年度から３年間（概ね目標数値を達成できなかった場合は、機械処分年限まで毎年度毎目標達成できるまで）取組実施状況報告書（実施状況報告様式）を作成し、毎年度終了後３０日以内に地域協議会を通じて県協議会に提出しなくてはならない。（別紙参考様式６）

（２）提出（進達）
　　取組参加者等から実施状況報告書の提出を受けた地域協議会は、毎年度終了後６月１７日までに県協議会へ提出（進達）を行う。（別紙参考様式７）

９　実施に関する規定

（１）香川県農業協同組合および県域を対象範囲とする公社等が取組参加者の場合は、これまでの地域協議会をすべて県協議会に読み替えて実施する。

（２）その他、本事務取扱手順に記載のない事項等については、実施要領、業務方法書、公募要領等の関係規定によるものとする。

別紙参考様式１［２の２）の（３）、２の３）の（５）関係］
見積依頼書

平成　　年　　月　　日

［機械販売会社］

○　○　○　○　様

［取組参加者（又はリース事業者）］

住所　　　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　印　　　

下記により見積書を作成の上、提出下さるようお願いします。

記

１　見積条件

（１）機械の名称

（２）機械の能力

（３）数量（台数）

（４）導入予定時期

（５）納入場所

２　見積書提出期限　　平成　　年　　月　　日まで

３　見積書提出先　　　上記住所まで

４　その他

　　以下のものは無効とします。

　　（１）提出された書類に不足があるもの、必要事項が記載されていないもの

　　（２）発行日付、押印が無いもの

　　（３）提出期限を過ぎたもの

別紙参考様式２［２の２）の（３）、２の３）の（５）関係］
	入札(見積)等結果一覧表



	事  業  名
	大豆・麦等生産体制緊急整備事業

	

	契約名
	

	入札等執行日時
	平成　年　月　日（　）　　時　分　～　　時　分

	入札等執行場所
	

	入札等執行者
	職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	入札参加業者数
	


	業者
	第１回

入札金額
	第２回

入札金額
	第３回

入札金額
	備考

	商号又は名称
	代表者
	
	
	
	

	
	
	(円)
	(円)
	(円)
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	落札業者名
	
	落札価格
	


	立会者
	地域協議会

担当者等
	
	
	
	

	
	（押印確認）
	
	
	
	


別紙参考様式３［３の（４）関係］
番　　　　　号

年　　月　　日

香川県農業再生協議会
会長　○○　○○　様

住　所　　　　　　　　

○○地域農業再生協議会

会長　　　　　　　　印

大豆・麦等生産体制緊急整備事業（大豆・麦等生産体制確立推進事業）

取組計画書兼助成金申請書について（副申・進達）
大豆・麦等生産体制緊急整備事業（大豆・麦等生産体制確立推進事業）取組計画書兼助成金申請書について、下記のとおり内容確認し、受理したものを提出します。

記

１　助成金請求額計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　進達する申請者等一覧

	整理

番号
	取組内容
	申請者等
	対象

作物
	面積又は員数
	助成率
	事業費
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	うち助成金
	

	
	
	
	
	ha
	
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	


　※１　整理番号は地域農業再生協議会ごとに通し番号を付して下さい。
　　　（複数回に分けて進達する場合も、全ての通し番号で記載下さい。）

３　添付書類

　　取組計画書兼助成金申請書及び関係添付書類
別紙参考様式４［６の（１）関係］
番　　　　　号

年　　月　　日

調査員氏名　　　様

住　所　　　　　　　　

○○地域農業再生協議会
会長　　　　　　　　印

大豆・麦等生産体制緊急整備事業（大豆・麦等生産体制確立推進事業）に係る現地検査調査員の指名について

貴職を現地検査調査員に指名します。

任期：指定日から現職在籍中まで

別紙参考様式５［６の（２）関係］
改善措置指示書

平成　　年　　月　　日付けで提出があった取組報告書兼助成金請求書に基づき、現地検査を実施したところ、次のとおり改善措置を指示しますので、平成　年　月　日までに改善して、取組報告書兼助成金請求書を再提出して下さい。

平成　　年　　月　　日　　　
調査員　　氏名　　　　　　印

取組参加者（共同申請者）　様

	事業名
	大豆・麦等生産体制緊急整備事業
	取組計画書兼助成金交付申請書の承認通知年月日

（通　知　番　号）
	

	事業の内容
	事業量
	

	
	事業費
	

	
	助成金
	

	改善指示事項

・

・

・




別紙参考様式６［８の（１）関係］
年　月　日
香川県農業再生協議会
会長　○○　○○　様

（○○○地域農業再生協議会経由）

【取組参加者】

フリガナ　　　　　　　フリガナ

氏　　名　　　　　　　代表者氏名　　　　　　印

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

住　　所　〒　　　－　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号 （　　　）　　　－　　　


【リース事業者】

フリガナ　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

住　　所　〒　　　－　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号 （　　　）　　　－　　　

大豆・麦等生産体制緊急整備事業（大豆・麦等生産体制確立推進事業）

実施状況報告書

大豆・麦等生産体制緊急整備事業（大豆・麦等生産体制確立推進事業）実施状況報告書について、下記のとおり報告します。

記

別紙のとおり（実施状況報告様式　Excel）
別紙参考様式７［８の（２）関係］
番　　　　　号

年　　月　　日

香川県農業再生協議会
会長　○○　○○　様

住　所　　　　　　　　

○○地域農業再生協議会

会長　　　　　　　　印

大豆・麦等生産体制緊急整備事業（大豆・麦等生産体制確立推進事業）

実施状況報告書の提出について（進達）
大豆・麦等生産体制緊急整備事業（大豆・麦等生産体制確立推進事業）実施状況報告書について、下記のとおり提出します。

記

１　進達する取組参加者等一覧

	整理番号
	取組内容
	取組参加者等
	事業費
	助成額

（助成額の交付通知日付）
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　整理番号は承認通知で割り振られた番号を使用して下さい。
２　添付書類

　　取組参加者等から提出された実施状況報告書
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